第１６章　府民所得
概況　
　昭和58年度は、我が国経済が三年間にわたる長期の景気後退から脱却し、回復へと始動した１年であった。（昭和59年度年次経済報告）国民総生産（総支出と同じ）は、名目で278兆2387億円、対前年度増加率4.1パーセント増、実質（昭和50年暦年価格基準）で212兆8146億円、対前年度増加率（実質経済成長率）3.7パーセント増となり実質では57年度より0.4ポイント上回った。
　58年度は、アメリカの景気回復に伴い輸出が増加に転じたことに加え、第二次石油危機と56年秋以降の輸出の急減によって二段階にわたった在庫調整が58年1月から3月期にはほぼ完了したこと、また58年３月にＯＰＥＣが史上初めて原油の公式販売価格を引き下げたことにより我が国の輸入価格が低下し、交易条件も緩やかながら改善したこと、そして物価が安定していたことが景気回復の要因となっている。
　このような国内経済の動向のもとで昭和58年度の大阪経済は、民間消費や設備投資の増勢鈍化により停滞気味に推移した。これを府内総生産（総支出と同じ）で見ると、名目23兆8447億円、実質17兆1651億円、対前年度増加率は名目2.7パーセント増、実質2.3パーセント増と､実質経済成長率では前年度（1.9パーセント増）をやや上回るものの依然として低い伸びになるものと見込まれる。しかしながら、年度後半には、輸出の回復や鉱工業生産指数の増勢にみられるように、生産活動も回復の途をたどっている。
府内総生産
　昭和58年度の府内総生産は、23兆8447億円となり、対前年度増加率は、2.7パーセント増と前年度の伸び（3.0パーセント増）を下回るものと見込まれる。
　その内容をみてみると、大阪経済に重要な位置を占める製造業において回復のきざしが見られるものの、卸・小売業が停滞色の濃いものになったほか、建設業や運輸・通信業も低水準で推移したものと見込まれる。
　他方、近年、成長の著しいサービス業は、家計消費におけるサービス支出の鈍化があるものの経済のソフト化の進展を背景に堅調に推移した。又、金融・保険業は、預金コストの低下などで、電気・ガス業は、季節的要因などによりそれぞれ好調に推移したものと見込まれる。
　このように大阪経済は、58年度全体としては、停滞色の濃いものになったものの、年度後半には、明るさが見えてきている。
府民所得の分配
　昭和58年度府民分配所得は、19兆6372億円、対前年度増加率は3.0パーセント増と57年度の伸び（5.5パーセント増）を下回るものと見込まれる。
　これは法人企業所得が、世界景気の緩やかな回復により、マイナスの伸びから３年ぶりにプラスに転じたものの、約６割のウエイトを占める雇用者所得が、前年度の伸びを下回ったためである。その結果、府民１人あたりの分配所得は、228.5万円（対前年度増加率2.4パーセント増）になるものと見込まれる。
府内総支出
　府内総支出は､名目は23兆8447億円､実質では17兆1651億円、対前年度増加率は名目2.7パーセント増、実質2.3パーセント増になるものと見込まれる。
　その内容をみると、57年度、世界不況による輸出不振により低調であった純移出は、アメリカ経済の回復に支えられ電気機器をはじめとする輸出が好調に伸びたことや輸入の減少などから、8.3パーセント増（以下、実質ベース）と高い伸びを示した。
　しかし、最終需要の約５割を占める民間消費は実質可処分所得が2.0パーセント減とマイナスに転じたことから0.4パーセント増と低調であったこと、また民間住宅投資も地価上昇率、建築資材価格上昇率は落ち着いた動きを示したが、家計所得が伸び悩み、住宅取得費と住宅取得能力の乖離は依然として大きいものとなっているため2.1パーセント減となったこと、民間企業設備も製造業で省エネ・合理化投資の一巡などから2.3パーセント増と前年度（3.9パーセント増）を下回ったことなど、総じて府内需要は停滞気味に推移したものと思われる。
府民所得統計は、その利用価値を高めるため、昭和60 年度を目標に、国の国民経済計算体系（新SNA）に準じて県（府）民経済計算体系に段階的に移行する予定です。
現在は、その第２段階として、新SNAの「フロー勘定体系」へ移行しました。　　　　　　　　　　　　　　　　
　ここに掲載する58年度の結果は、県民経済計算標準方式による結果で、生産・分配・支出の各項目を、関連の深い経済変数を当てはめた回帰式により推計した「速報値」であり、追って公表する確報値とは数値に若干の変動かありますので、ご留意下さい。
